
【2 】 歳出科目別の主な事業内容と成果

【款】 1 議会費

【項】 1 議会費

目 王 な 事 業

議 2dh 3Z 費 1.議会の活動状況

内 廿~ 

80，476千円

80，476千円

と 成 果

80，476千円 町長提出議案 議員提出議案

議 dzh zc ，3d3L Z 審 条 予 決 そ 専 条 意 決 そ

議 議 の 決

コAコZ 日 件 他 処 見 の

期 数 数 事 分

名 例 算 算 件 例 書 議 他

日 日 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

6月定例会 7 2 6 。4 1 O 。O O 。
9月定例会 8 2 28 1 10 12 4 l 。。。O 

12月定例会 8 2 7 1 4 。1 。。1 O 。
3月定例会 22 3 46 7 19 。5 O 1 。13 

計 45 9 87 9 37 13 11 1 2 O 13 

5月臨時会 1 8 3 O 1 3 O O O O 

7月臨時会 l 2 O l O 1 O O O O 。
11月臨時会 1 1 13 3 5 O 4 l O O O O 

2月臨時会 l 1 3 。O O 1 2 O O O O 

計 4 4 26 6 7 O 7 6 O O O O 

計 49 13 113 15 44 13 18 7 l 2 O 13 

2.委員会の開催状況

常任委員会 開催日数 特別委員会等 開催日数

総務建設産業委員会 4日 議会運営委員会 5日

民生文教委員会 4日 議会広報編集委員会 16日
計 8日
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【款】 2 総務費

【項1 1 総務管理費

1，286，125千円

1，122，280千円

目 主 な 事 業 内 ~ゴ-・ と 成 果

1 

一般管理 費 I1. 条例、規則、要綱、規程等の制定改廃の状況

727，539千円.
区分 制定 改正 廃止 計

条例 1 1 7 O 1 8 

規則 2 1 9 O 2 1 

要綱等 18 7 O 25 

規程 5 1 O 6 

計 26 44 O 70 

(1) 条例の制定

・池田町常勤の特別職職員の給与の特例に関する条例

(2)規則の制定

-池田町国民健康保険高額療養費特別支給金支給規則

.池田町退職手当審査会規則

2.指名競争入札者審査委員会事務及び池田町発注工事契約状況

(1)指名競争入札者審査委員会開催状況

開催回数 24回

ヴ

tqo 



(2)工事等請負契約の状況

契約金額

事 項

工事種別

土木工事

舗装工事

建築工事

電気工事

機械工事

その他工事

測量等委託

計

50万円未満

件数|金額

51 1，490 

O o 
O o 
oo  

oo  

O o 
8 I 2.670 

50万円以上

100万円未満

件数| 金額

97， "200 

0 o  

1650  

0 o  

oo  
O o 
21， 150 

12 I 9.000 

(単位:千円)

100万円以上

500万円未満

件数| 金額

441 94，155 

512，333 

617，210 

O o 
l1，470 

361 80， 794 

291 77，958 

121 I 283. 920 

500万円以上

l，000万円未満

件数| 金額

l，000万円以上

件数| 金額

計

件数 金額

。Jv-nu
一唱

i
-
A
U
-
n
u
-
F
h
υ
一
に

υ
一
泊
せ

唱
EE晶

山
一
0
一
同
一

o-。
一
山
一
山
一
山

8
-
o
-
2
-
1
-
2
-
6
一6
一お

166，887 
0 

154，875 
19，950 
44，625 
204，834 

91，823 

682，994 

69289，136 
512，333 

10178，090 

119，950 
346，095 
5o I 321，322 
42 I 203，870 
180 I 1， 070， 796 

(特別会計含む)

(3)電子入札の実施状況(ただし、請負契約金額130万円以上に限る)

建設工事関係 106件中 105件(実施率 99.06%) 

測量及び建設コンサル関係 1 0件中 1 0件(実施率 100.00%)

(4)指名競争入札参加資格審査申請受付

(岐阜県・市町村入札参加資格審査共同受付分。新規、更新、

業種追加・取下、変更等合計)

建設工事関係

測量及び建設コンサル関係

延べ受付数

(池田町役場新規受付分)

経常建設企業体関係

業務委託関係

物品納入関係

延べ受付数

1， 325件
497件

1， 822イ牛

社
社
社
一
社

4

0

4
一8
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果成と
~ 

"1:t' 内業事な主目

3.給与費等決算状況

一般会計

(1 )特別職 (単位:千円)

与費

料|期末手当等

給

酬清一 計ぷL
口共済費職員数分区

計報

1， 704 

6，608 

17，083 

山
一
山
一
日

4，819 

15，443 

12，264 

39，300 

2 

12 

長 等

霊|議員
正|その他

計

45，365 510 

8，312 20，262 12，264 84，665 524 

町
一
山
一
山
一

m

1，547 

6，251 

q
υ
η
t
F
b
 

o
o

一q
o
-
F
D

n
d
一
の
G
-
咽

i

η
G
n
J
“
 

8
品

五

官

i
噌

EE-

423 

7， 798 20， 786 

ム 241

11，868 437 

組
告
一
の
f

“

ヴ

t
-
n
δ

唱

i

一nwd

.，
 
•• 

，
 

。ρ-
n
L

157 

357 

O O O 87 

長等

霊|議員
蚕|その他

計

長等

比|議員

較|その他

計

o
o
n
o
 

η
L
n
L
 

9
一9

a
u
n
L
 

唱

i

F

D

5，060 

15， 726 

11，868 2 

12 

1，817 

2，982 

ム 283

396 

O 

O O 

O 

5，468 514 4，954 ム 524396 5，082 87 

(単位:千円)

手 当 j

扶養手当|管理職手当|住居手当|特殊勤務手当|時間外手当;

21，216i 

24， 537~ 

ム 3，321~ 

(2)一般職給与

vA 
iI'ロ I

f
 

泊
有分区

228 

226 

ヴ

t
E
t
i

泊
宏

司

i
-
唱

i
n
w
d

F
h
υ
-
n
w
d
n
d
 

q
均
一
弘
一
ム

』

ι
z
-
n
L
o
o

n
u
-
η
ο
η
A
 

n
u
-
n
O

氏
u

q
均
一
丸
一
ム

瓜
一
瓜
一
日

n
o
-
n
L
n
u
d
 

n
u
-
Q
M
O
O
 

-hu-
弓

t

n

F臼

唱

i
-
弓

t
-
氏
U

民

u
-
n
ヨ一』且
τ

5
-
5
一ム

時
一
時
一
日 2 

手当
寒冷地・宿日直・ l期末・勤勉
児輩・特例一時金l 手当

5， 7671 6， 8501 210， 547 

5， 5281 6， 4951 243， 819 

2391 3551ム 33，2721ム 37，783 

計A 
ロ共済費

173，0701 991，857 

163，45511，附， 314

9， 6151ム 74，457

計E通勤手当
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目 主 な 事 業 内 廿~ と 成 果

(3)一般職職員数
(単位:人)

区分 一般行政職 福祉職 税務職 教育職 技能労務職 合計

本年度 110 35 12 O 22 179 

前年度 108 34 12 O 22 176 

比 較 2 O O O 3 

(職員数は年度末現在〉

特別会計

(1)一般職給与

区分

(単位:千円)

給料
.扶養手当|管理職手当|住居手当|特殊勤務手当|時間外手当j

手 当

問
一
時
一
日

山一

ω一向
m一泊一
mm

ω
一ω
一。

3241 752~ 

3271 688 

ム 31 01 64 

手当

j通勤手当|建宇品E弘|期王-r勉

2591 9411 12， 640 

1831 5901 10，884 

76 351 1， 756 

計
.共済費|合計

16，585 9，505 60，224 

14，042 7，934 52，485 

2，543 1，571 7， 739 

(2)一般醐哉員数 (単位:人)

区分 一般行政職 福祉職 税務職 教育職 技能労務職 合計

本年度 6 6 12 

前年度 61 61 12 

比較 O 

(職員数は年度末現在)
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4.人事管理他

(1) 行政機構及び事務の合理化

当町においても、住民サービスの向上、行政需要の高度化・多様

化に伴って時代に即応した組織機構を編成するため、また効率的・効

果的な行政運営を図るため、池田町行政改革大綱を噂重して、計画的

効果的な推進に努力している。

(2)定員管理

職員の定数については、権限移譲や町民ニーズ、の多様化に適確に対

応するため、職員の適正配置に努めると共に、常に組織の適正規模に

留意しつつ、行財政総点検を実施し事務事業の見直し、組織機構の簡

素合理化等を積極的に進め、職員定数の抑制を図り、国・県が示して

いる定員適正化計画を達成し、今後についても定員管理、執行体制を

継続維持していく o

(3)職員研修

職員研修の実施にあたっては、地方公務員倫理の確立、資質、職務

遂行能力の向上等を図るため、自己啓発に重点を置き、研修内容の充

実に努めた。特に地方公務員制度、地方自治制度を習得するため若年

層中心に研修へ参加した。

(内容) 1.市町村研修センターを利用した各種の職員研修への参加

(4)厚生制度

職員の保健、元気回復その福利厚生に関する事項については、下記

の事業を実施した。

1)保健に関する事業

年代別健康診断(結核、血液、胃、大腸癌、心電

種 別| 図、 C型肝炎、腹囲測定、前立

腺、乳・子宮癌等検診)

実施者数 249名

2)元気回復に関する事項

-市町村職員共済組合所管の保養施設の活用

.職員互助会による各種事業の実施

-職員組合によるレクリエーション事業

(5)各種相談等利用状況

種別 内容 相談員 相談日 件数

行政に関する相 ~~l.，.+c. 
行政相談| |行政相説委員|毎月第2火曜日 I1 3 

談等

人権相談|家庭の悩み、人権|人権擁護委員 年 7回 7 
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目 主 な事業内容と成果

(6)文書の発送と収受の状況

郵便発送件数 173，643件

郵便料 12，818千円

(7)定額給付金

定額給付金 受給者件数 7， 6 0 2 f牛
受給総額 380，972千円

支給総額 65才以上 一般 18歳以下 合計

定額給付金額
101，560 I 173，832 I 102，040 I 377，432 

(千円)I 
受給対象者数

5，086 14，910 5，112 25，108 

民 受給者数
14，486 5，102 

24，666 
(人)

5，078 
(7，325件〉

支給者数割合
99.84 97. 16 99.80 98. 24 (%) 

定額給付金額
80 I 3，000 I 460 I 3，540 

(千円)I 
外 受給対象者数 l 

41 324 1 26 1 354 

国
(人)

受給者数 277 
人 (277件)

支給者数割合
100.00 1 77.16 1 88.46 1 78.25 

(%) I 
定額給付金額

101，640 I 176，832 I 102，500 I 380，972 
(千円)I 

受給対象者数
5，090 15，234 5， 138 25，462 合 I--，，~，.~ -y-~ -'，人)

24，943 計|受給者数
5，082 14， 736 5，125 

(7，602件)(人)

支給者数割合
99.84 96. 73 99. 75 97.96 

(%) 

2 

財産管理費 I1 管財事務

277，622千円

(1)財産の賃貸契約

区 分|使用区分|件

土地|一時使用

| 有料

計

2 
、j
一2
n
u
-
-

円一
0

1
一2

千一
3

3
一6

額

1
-
1

金

4
一6

-42 -



(2)公有財産購入事業

目的 中公民館駐車場用地

所在 六之井字深池1474-1の一部

面積 306.79nf 

金額 28，715，351円

相手 池田町土地開発公社

(3)保険契約の状況

契 約

種 ~rJ 件数 金額(千円)

建物災害共済(公有建物) 6 1 4，02 1 

火災共済(町営住宅) 76 239 

自動車損害賠償責任保険 6 96 

自動車損害共済 8 308 

総合賠償保険料 1 1，87 1 

(4)借地件数及び面積 (H22.3.31現在)

主管課 | 件数 |借地面積 (nf)

総務課 1 2 I 4， 553. 82 

住民課 5 I 5，891. 76 
健康福祉課 6 I 6， 794. 00 

建設課 1 I 440.00 

産業課 2 0 I 1，064， 880. 00 
学校教育課 2 0 I 25，341.58 
社会教育課 1 8 I 29，248.00 
池田温泉 9 I 11， 976. 00 

合計 91 I 1， 149， 125. 16 

(5)公有財産建物調査及び財産台帳整備事業 25，751千円
(緊急雇用創出事業及び地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業)

公有財産の現況調査と公会計の整備に向けた準備のため、公有

財産の把握と台帳を整備・電子化して適正に情報管理することを

目的に実施。

財産情報により、未利用財産の把握及び売却促進、資料の適正

化をはじめ、中長期的な財産施策への有効活用を図る。

(6)公用車購入事業 2，814千円
{地域活性化・生活対策臨時交付金事業)

いすゾエルフ ST 2tダンプトラック購入

災害時、町行事での活用及び地域清掃活動用の 2tダンプを購

入。
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目 主な事業内容と成果

3 

企 画 費11.第五次総合計画策定事業

4 

41，258千円| 町民アンケート結果をもとに、町民参カ唯進会議で協議された生活

課題、行政課題から、まちづくり指標など、町民議会、行政の協働

参画により基本構想、・基本計画を取りまとめ、計画審議会で協議し、

第五次齢計画を策定した。

2.養老鋭董活性似議絵負担金・養老鉄油輸宛補助金

養老鉄道沿線自治体による、養老鉄道存続に向け、養老鉄道の利

用促進及ひ敬善策甑舟こ養老鉄道のあり方などの砂院と交流を行った。

交通 安 全11.あ重安全対策事業

対 策 費| 町内における道路指盈の安全を図り、もって克直事故の防止と町民

15，299千円| のお通安全に対する意識の高揚に努めた。

(1)池田町克監安全協議会

あ亘事故の多発を受け、町と協議会との連絡体制を強化し、お重安

全確保のために各種交通安全対策事業を実施した。

・毎月 1日・ 15日の街頭指導

-克直安全運巌期間中の街頭指導

.イベントの交通誘導・あ麗留韮

(2)池田町荷量安全女悩麟協議会

問内30名の女性を「あ重安全女性lとして劃属し、街頭指導などし

て頂き、交通事劇坊止に努めた。

・毎月 15日街頭指導

-あ重安全運毅期間中の街頭指導

(3)高齢者の交通安全

老人クラブ交通安全大会を実施し、宛重安全を推進した。
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目 主 な 事 業 内 廿~ と 成 果

(4)交通安全施設整備状況(新設のみ) (8，087千円)

交通安全施設 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

カーブミラー 1 8基 1 5基 25基 23基

道路照明灯 5基

赤色回転灯 2基 2基

自発光式交差点銭 2基

デYネーター 1本

ストップアイ

道路注意標識 8基 6基

信 号 機 1基

-防犯灯等管理台帳整備 4，095千円(管理数2，121本〉

-池田高校通学路防犯灯設置工事 483千円 (12カ所〉

(5)チャイルドシート貸与事業

チャイルドシート等の着用促進を図るため、ベビーシート、

チャイルドシート、ジュニアシートを貸与した。

貸し出し 23件

(6)交通安全教室実施状況

年度 子供会 保育園 小・中学校 老人クラフ等 PTA役員 計

1 8 7 8 3 1 1 9回

1 9 1 3 5 1 1 1 1回

20 2 7 4 1 14回 i

2 1 4 5 7 1 1 7回

(7)交通事故件数

年 度 人身事故 死 亡 負 傷 物損事故

平成 18年 126件 1人 178人 6 3 9f牛

平成 19年 85件 3人 107人 569件

平成20年 9 1件 3人 119人 5 6 1 f牛

平成21年 77件 2人 107人 5.79f牛

Fhυ 

A
U
E
 



目 主な事業内容と成果

5 

文書広報費11.r広報いけだ』発行事業 (5，249千円)

5，249千円
目

年度 発行部数 発行日

平成18年度 月 7，400部 毎月 1日

平成19年度 月 7，600部 H 

平成初年度 月 7，700部 l 11 

平成21年度 月 7，750部 l 11 

各種法令、諸規則、町の諸施策、行事などを正しく分かりや

すく紹介し、町民の方々に役立ち親しみやすい広報づくりに心

掛けた。また、より多くの方々に見ていただくため、 PDF加工

を施し、池田町のインターネットホームページに掲載した。

2.広報活動

マスメディア(新聞社、有線放送、大垣ケープ、ルテレビ等〉

を活用して、町事業の啓蒙普及を行い、町の紹介、イベント情

報などを発信し、町のPRに努めた。
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目

6 

情報管理費

31，269千円

主な事業内容と成果

( 1 )情報振興事業 (22，042千円)

行政及び教育のネットワーク安定稼働とセキュリティ確保のため

に、年間を通してネットワーク機器の管理運用に情報政策室職員全

員であたってきた。

平成 22年 2月には、最も重要なネットワーク管理装置である、

ファイアウオール装置を更新し、安心安全なネットワーク運営がで

きた。

ホームページを更新できる職員も増となったことで、内容の見直

しゃ未掲載情報を各課へ依頼し、見やすく分かりやすいページとな

るよう努力した。また、県の緊急雇用創出事業補助金を活用し、教

育委員会のページを新たに設け、学校関係や文化財、史跡のページ

の内容充実を図った。

-収入

( 1 )いけだ iネットメーノレ登録料 (1千円〉

(n)養基組合機器・回線等負担金 (1，626千円)

(m) 揖斐郡教育センターインターネット回線等負担金 (96千円)
.支出

( 1 )機器修繕料等 (1，828千円)

(n)インターネット通信費 (3，001千円)

(m) システム・ハード・ソフト保守料 (9，302千円)

(VI) パソコンリース料 (1，631千円)

(羽)イントラネット光ケープ‘ル増設工事 (269千円〉

(咽)その他 (11千円)

カテゴリ別ホームページ月間アクセス推移状況

単位:(干アクセス)
210 

180 

150 

120 

90 

60 

30 

。

a・‘

• 

C ミーノイ
~ 

-F 曇 - ---ーーーーー一ー
平成20年度前期 平成21年度後期 平成21年度前期 平成21年度後期

ト←暮らしの情報 4 ー行政情報守・施陵情報ー←観光情報ーー教育委員会|

※教育委員会のページは平成 22年 1月から公開

平成 22年 1月 66，546アクセス/月間

平成 22年 2月 53，997アクセス/月間

平成 22年 3月 68，640アクセス/月間
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目 主な事業内容と成果

( 2 )情報ステイション池田事業 (4，391千円〉

IT活用と地域のコミュニティ育成を目指して、住民が自ら進んで

ITの普及とサポートができる体制の整備を目的に、情報ステイショ

ン池田の運営と、更なる地域情報化推進の定着に努めた。

子どもに 1T活用を通して「夢を持たせるJためのロボット教室や

クレイアニメ教室なども開催した。

また、昨今の経済状況を踏まえ、就職に役立つパソコン講座や託児

付きパソコン講習会を開催し、離職者や子育て中で就職を希望する母

親が多数参加のもと、ワードとエクセル基礎及び応用の講習会を行っ

た。緊急雇用創出事業補助金を活用し、地域での雇用確保や人材育成

にカを入れることができた。

-収入

( 1 )情報ステイション電気・電話料等 (29千円)

(n)パソコン講習会受講料 (54千円)

-支出

( 1 )情報ステイション池田運営需用費 (775千円)

(n)情報ステイション池田運営委託料 (1，155千円)

(m) パソコン講習会開催委託料 (473千円)

(N) 池田町ポータルサイト構築業務委託料 (1，988千円)

『情報ステイション池田j利用状況
平成22年3月31日現在

イ牛 人 数

情報ステイション利用者 250日 3， 150人
-.ーー・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4・・・._-------------------------_.・・岨・・・・・・・ー・・・・・・・圃・.圃・ -------ー・・・ 4・------------------・・・
ステイション講座参加者 126回 800人
------・・・・・・・・.-圃.._--_.. ー・司.-・・ー・-----司・・・・・・・・・岡._------ー----_.ー・・・・・・・・----・・ 4・・--------咽圃.-司・・司---司・H圃・・司..---.咽------
シニアネットクラブ 97回 1，310人

-・----_.ー--------_.ー・-_.ー--_.ー----------_.・・b・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-----------・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・--_.・・---
子 ど も 議 座 5回 43人

計 5，303人 i

情報ステイション池田利用別参加者
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目 主 な事業内容と成果

( 3 )電子計算事業 (10，836千円)

住民課窓口での住記データ異動処理・各種証明書等の発行や毎日

の町税収納処理、国民健康保険税の徴収及び水道料金・住宅使用料・

保育料・児童手当等の直接住民にサービスをするシステムをはじめ、

財務会計システムなどの基幹業務が安定稼働するために、岐阜県市

町村行政情報センターシステムの保守作業や、サーバ等の機器管理

を行ってきた。

税などの納税済通知書を読み込むための、 OCR機器の老朽化と機

器保守の終了に伴い、装置の更新を行った。

また、コンビュータ運転には欠かせない電源確保のために、無停電

電源装置の冷却ファンやリレー回路など経年劣化部品の予防交換と

蓄電池の寿命の調査を行い、電算業務の安定化に向けた対応策を実施

した。

-収入

( 1 )養基組合財務会計システム再構築分負担金 (488千円)

-支出

( 1 )機器修繕料等 (1，090千円)

(n)情報センターシステム保守委託料 (3，862千円)

(m) 情報センター機器保守委託料 (535千円)

(IV) 基幹業務サーバ等リース料 (5，349千円)

課別業務依頼処理状況

処理回数

平成21年度実績

出力枚数

税務課 I 78回 32，112枚

健康福祉課 I 40回 2，736枚

総務 課 I 23回 9，240枚

住民 課 2回 358枚

水 道課 I 29回 3，933枚

学校教育課 I 24回 52枚

会計室 7回 3，791枚

高齢福祉課

計

回
一
因

。6
唱

i

nJ臼
円

。

nJ臼

915枚

53，137枚
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目 | 主な事 業 内 容 と 成 果

7 

諸 費 I(1) 池田町功労者表彰式の執行状況

18，044千円
池田町表彰規程に基づき町内各界の功労者の表彰を行

った。

表彰種別 被表彰者

地方自治 O 

農会育福功祉労業

2 

功労 O 

表彰
O 

公共団体 l 1 

金員寄付| 4 

計 7 

(2) 永年勤続区長感謝状贈呈

永年にわたり区長として、町の発展に尽力願った方々に

感謝状の贈呈を行った。

勤続年数 |該当人数|

4年 7名|
8年 2名|

nu 
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目 | 主 な事業内-容と成果

(3)旅券発給事務

県からの権限移譲及び住民サービスの向上を目的とし

て、パスポート(旅券〉の申請・交付窓口を開設し、旅

券の発給事務を行った。(平成 21年 10月開始)

種 別 件 数

10年 159 
一

5年 64 
申請

訂正 3 
一
紛失 1 

計 227 

10年 143 
一

交付 5年 6 0 

訂正 3 

計 206 

(4) 団体育成振興補助金事業

まちづくりに関連した NPO、関係団体に対し、育成振

興の補助金交付を行った。

交付実績 | 
件数 | 金額

4 435，000 

噌
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【款】 2 総務費

【項】 2 徴税費 114，446千円

目 主 な 事 業 内 $ と 成 果

1 1 .町民税

税務総務費 町民税の課税にあたっては、申告制度の重要性と収支計算書の提

90，560千円 出等指導を重点に所得調査を実施し無申告或は、課税漏れの防止に

つとめ、税の公平化と適正課税に努めた。

( 1)個人町民税の課税状況
(単位:人)

納 税 義 務 者 数

項 目
均等割 所得割 均等割と

退職所得 計
のみ のみ 所 得 割

普通徴収 746 476 4，012 5，234 

特別徴収 539 104 6，910 79 7，632 

計 1，285 580 10，922 79 12，866 

(特別徴収義務者数 1，757社)

(単位:千円)

項 目 均等割 所得割 退職所得 計

普通徴収 13，447 353，271 366， 718 

特別徴収 23，174 772，422 10，384 805，980 

計 36，621 1，125，693 10，384 1，172，698 

(2)法人町民税の課税状況

(単位:件)

申告件数
均 等割 均 等 割

計
の み 法人税割

577 346 177 523 

(単位:千円)

均等割額 法人税割額 計

46，170 58，802 104，972 
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目 主 な 事 業 内 廿~ と 成 果

2. 固定資産税

固定資産税に係る適正かつ公平化の原則から、均衡化を図ること

を目標に、全町路線価評価方式導入や土地の現況調査等に万全を期

した。更に家屋評価では、実地調査等により評価の適正化に努めた。

償却資産については、申告制度のため、現地調査と新規課税等の

調査・申告指導に努めた。

(1)課税状況

(単位:千円)

区 分 納税義務者数 調 定 額

(人)

10，282 1，371，424 

固定資産税 土 地 7，365 493，471 
家 屋 7，904 600，316 
償却資産 361 277，637 

固定資産等所在市町村 5 

交付金及び 交 付 金 5 

納付金 納付金 O O 

計 10，283 1，371，429 

(2)評価実績

-土地の部

(単位:千円)

区分 地 積 決定価格 課税漂準額

法定免税点 法定免税点 法定免税点

筆数 評価地積 以上のもの 総 額

地 目 千rrf 千rrf 以上のもの 以上のもの

田
一般田 9，472 9， 199 8， 757 1，020，658 971，664 971，664 

介在国 106 51 51 656，660 656，660 405， 743 

畑
一般畑 4， 763 1，626 1，502 74，857 69， 166 69，166 

介在畑 47 13 13 165，495 165，495 101，342 
司........ 二 地 25，242 4，622 4，604 84，466，822 84，175，205 29， 461， 67111 
鉱 泉 地 3 O O 1，670 1，670 1，670 

池 沼 10 11 10 543 503 503 

山 林 1，979 4，227 3，865 71，433 64， 771 64，771 
原 野 646 201 172 10， 142 8，695 8，695 
鉄軌道 273 37 37 154，553 154，553 112，467 
その他 1，309 496 495 6，590，599 6，583，402 4，103，695 

計 43，850 20，483 19，506 93，213，432 92，851，784 35，301，387 
(注)法定免税点 300 千円

町
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目 主 な 事 業 内 廿d ヲ と 成 果

-家屋の部

(単位:千円)

区 分 棟 数 床面積
rrl 

決 定 価 格

木 総 数 9，803 1，060，207 21，526，962 

造
法定免税点

9，280 1，031，541 21，494，455 
以上のもの

木
総 数

造
5，567 895，096 22，695，181 

以 法定免税点
5，456 891，813 22，683，689 

外 以上のもの

総 数 15，370 1，955，303 44，222，143 

計 法定免税点
14， 736 1，923，354 44，178，144 

以上のもの

(注)法定免税点 200千円

-新増築家屋等の部

(単位:千円)

区 分 棟 数 床面積rrl 決 定 価 格

木 新築分 94 13，627 932， 781 

増築分 9 503 35，261 

造 言十 103 14， 130 968，042 

減少分 80 6，387 35，686 

木 新築分 35 4，034 268， 190 

造 増築分 O O O 

以 計 35 4，034 268， 190 

外 減少分 27 1，266 8， 706 

新増築分計 138 18， 164 1，236，232 

減少分計 107 7，653 44，392 
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目 王 な 事 業 内 $ と 成 果

-償却資産の部

(単位:千円)

種 Bリ 決 定 価 格

構 築 物 2，010，781 

町長が決定 機械及び装置 12，044，213 

車輸及び運搬具 56，036 

したもの 工具器具及び備品 1，918，845 

計 16，029，875 

総務大臣が決定し配分したもの 3，550，116 

県知事が決定し配分したもの 167，011 

iロL 計 19，747，002 

(注)法定免税点 1，500千円

3.軽自動車税の課税状況

(単位:千円)

区 分 課税台翠〉 調 定 額

原動機付自転車 1，08 3 1， 138 

小型特殊・農耕用 193 535 

一 輪 255 612 一一 輪 1 3 一一
軽自動車 四輪貨物 2，35 2 9，390 

四輪乗用 5，058 36，418 

二 輪 小 型 276 1， 104 

ミニ カ ー 22 55 

i口k 計 9，24 0 4 9， 255 
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目 主 な 事 業 内 廿~ と 成 果

4.その他町税の課税状況

-町たばこ税 (単位:千円)

区 分 売 渡 し 本 数 調 定 額

従量割 26，943，970本| 8 8， 1 1 6 

- 鉱 産 税 (単位:千円)

生 産 量|納税義務者|調 定 額

405，588tl ニ星砿業ほ(株か)2社ヨ 740 

2 

賦課徴収費10納税広報と滞納整理
23，886千円| 納税思想、の高揚と納税成績の向上のため、納税通知書発送時には口座

振替推進の啓蒙を図り、広報「いけだj 等により納期の周知徹底を図っ
たほか、毎年10月-...11月を「振替納税の推進月間j と定め町内の金
融機関と連携し町税の振替納税制度の普及に努めた。又、コンビニ収納
を活用し納付の利便性に努めた。
滞納者等に対しては、口座振替不能通知・督促状・催告状等段階的に

文書で行い先ず自主納税を促した。文書催告に応じない滞納者には、夜
間電話による催告及び夜間・休日等の臨戸による徴収を実施し、悪質滞
納者には確固たる態度で預貯金や不動産等の差押の滞納処分を実施し
た。

1)振替納税の利用状況

区 分 納税義務者数 振替納税 普及率 摘要
利用者数 (%) 

町民税 5，86 1 3，214 54.84 

固定資産税 10，282 7，60 1 73.93 

軽自動車税 9，240 4，82 1 52.18 

言十 25，383 15，636 61.60 

納税義務者数は納税通知書発送時の数値

町民税特別徴収分は含まず。

差押

不動産|その他| 計

341441 01  1116161  
(注)不動産差押は新規差押の件数

(単位:件〉
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【款】

【項】

2 総務費

3 戸籍住民基本台帳費 27，731千円

目 主な事業内容と成果

1 

戸籍住民11. 戸籍関係の状況

基本台帳費

27， 731千円I ( 1 )本籍・人口数(各年度末現在〉

(本籍数単位:戸籍本籍人口単位:人)

年度 |平成17年|平成18年|平成 19年|平成20年|平成21年|

本籍数 9，715( 9，7761 9，7941 9，8581 9，9101 

本籍人口 1 26，1061 26，1741 26， 175( 26，2601 26，2801 

(2)届出件数(平成21年度分)

(単位:件)

種別
窓 口 他市町村|

総数
本籍 非本籍 から送付

出生 147 57 117 321 

死亡 186 36 42 264 

婚姻 79 14 225 318 

離婚 33 2 34 69 

転籍 61 1 46 108 

戸籍訂正・更正 23 。 3 26 

養子縁組 17 1 10 28 

養子離縁 2 。 。 2 

入籍 33 1 20 54 

その他 24 5 18 47 

合計 6051 1，237 

(3)届出件数の推移

(単位:件)

年度 |平成17年|平成18年|平成 19年|平成20年|平成21年|

戸籍届出件数 1，2291 1， 1801 1， 1451 1，2161 1，2371 
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目 主な事業内容と成果

2.住民基本台帳関係の状況

( 1 )人口・世帯数(各年度末現在)

住民基本台帳登録 (単位:人 ただし世帯数については単位:戸)

年度 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年
男 12，006 12，032 12，148 12，152 12，213 
女 12，569 12，546 12，558 12，542 12，577 
計 24，575 24，578 24，706 24，694 24， 790 

世帯数 6，975 7，085 7，250 7，349 7，451 

外国人登録 (単位:人ただし世帯数については単位:戸)

年度 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年
男 92 105 122 124 104 
女 200 211 242 200 182 
計 292 316 364 324 286 

世帯数 224 246 270 220 182 

人口・世帯数の推移 (単位:人ただし世帯数については単位:戸)

年度 |昭和35年|昭和40年|昭和45年|昭和50年|昭和55年

人口数 15，5801 15，6101 16，5331 19，3411 20，949 
世帯数 3， 1911 3，4621 3，9021 4，5851 4，981 
年度 |昭和60年|平成2年|平成7年|平成12年|平成17年|平成21年
人口数 21，6511 22，4441 23，.8251 24，3171 24，5751 24，790 
世帯数 5，2091 5，5381 6，1231 6，5401 6，9751 7，451 

人口・世帯数の推移

30.000 
国人口敏・

25.000 

20.000 

15.000 

10.000 

5.000 

。
昭和35年 40年 45年 50年 55年 60年 平成2年 7年 12年 17年 21年
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目 王 な 事 業 内 廿~ と 成 果

(2)住民票記載・削除

(単位:人)

記 載 自リ 除

年度 転入 出生 その他 ぷロ泳三ロt 転出 死亡 その他 合計 増減

平成17年 717 201 1 919 620 218 。838 81 

平成18年 720 173 。893 662 226 2 890 3 

平成19年 743 200 3 946 612 203 3 818 128 

平成20年 724 209 1 934 745 201 。946 ム 12

平成21年 726 197 2 925 605 222 2 829 96 

800 

+ 血、
4・h
可V

，司V 、
700 

. .. .. ..・会... .. .. 
h・・ーー.・-.・-ー---..-.-ー・

600 
--~ -・ 、

500 

• 転入

• 出生400 一
一色・・転出

-・※・・死亡
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目 主な事業内容と成果

3 各種証明書発行状況(平成21年度)

錦

一
臥

一
4
一
問

一
附
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目 主 な 事 業 内 廿民』 と 成 果

4.広域住民票等相互発行状況(平成21年度)

(件数単位:件手数料単位:円〉

池田町作成分 池田町受付分

件数 手数料 件数 手数料

住民票の写し等 126 25，200 65 16，400 

戸 籍 謄 抄 本 504 226，800 384 172，800 
除・ 改 籍 謄 抄 本 72 54，000 46 34，500 
その他(印鑑証明等) 79 15，800 23 5，250 

計 781 321，800 518 228，950 

5.外国人登録事務の状況

( 1 )申請件数(平成21年 1月~平成21年 12月〉

(単位:件〉

種別 新規登録 転入 切替等 変更登録

件数 45 44 50 452 

種別 転出 閉鎖

件数 39 129 

(2)国籍別外国人登録者数(平成21年度末現在〉

(単位:件〉

韓国・朝鮮 中国 アメリカ げンドネシア ベルー

16 157 3 3 3 

ブラジル フィリピン ベトナム アルゼンチン タイ

64 21 2 1 4 

英国 ウクライナ ドイツ パラグアイ ノレーマニア

1 1 7 

ベルギー

1 合計 286人
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【款】 2 総務費

【項】 4 選挙費 17，658千円

目 主な事業内容と成果

選挙管理 11.選挙人名簿の調整

委員会費| 公職選挙法に基づき定時登録、随時抹消、移替登録により選挙

9，810千円| 人名簿の調整をし、正確性を確保すべく名簿の縦覧を行った。

選挙人名簿登録者数

年・月 男 女 計

2 1年 6月 9，484人 9，954人 19，438人

2 1年 9月 9，511人 9，953人 19，464人

2 1年 12月 9，501人 9，967人 19，468人

22年 3月 9，483人 9，969人 19，452人

2.国民投票を見据えた国民投票投票人名簿調製システムの導入。

2 

選挙啓発費 I1.新有権者に対し、成人式において政治参加の意識をもたせるた

21千円| めに選挙関係小冊子を配布した。

2. 町内小中学校児童生徒を対象に選挙に対する関心を持たせる

為に、明るい選挙の啓発を目的としたポスターを募集し、 47

作品の応募があった。
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目 主な事業内容と成果

3 

衆議院議員 11.衆議院議員通常解散総選挙については、平成21年8月 18日

選 挙 費| に公示、 8月30日の投開票の日程で実施され、その管理駒子

7，810千円| 状況は次の通りで、あった。

立候補者数等|当日有権者数| 投票者 | 棄権者 | 投票率

3人 I 19，409人 I 14，456人 I 4，953人 I 74.48% 

比例 I 19，409人 I 14，453人 I 4，956人 I 74.47% 

4 
最高裁判所 11.最高裁判所裁判官国民審査については、平成21年8月18日

裁判官国民| に告示、 8月30日の投開票の日程で実施され、その管理執行

審 査 費| 状況は次の通りで、あった。

17千円

裁判官 |当日有権者数| 投票者 | 棄権者 | 投票率

9人 I 19，400人 I 14，044人 I 5，356人 I 72.39% 
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【款】 2 総務費

【項】 5 統計調査費 3，704千円

目 主 な事業内容と成果

統計調査費t1.工業締十調査 ( 285千円)

3， 704千円| 製造業を営む事業所の生産要素、生産活動の成果を調べ、工業の実

態を明らかにするとともに、工業に関する政策の基礎資料を得ること

を目的に調査を実施した。

調査湖日・・・ H21.12.31 

調査員・・・ 7名

2.農材業センサス ( 1，939千円)

農業及て用機を営む人を対象に、農林業に関する実態を調査し、農

林業に関する基礎資料を目的に実施した。

調査期日・・・ H22.1.6 

指導員・・・ 4名

調査員・・・46名

3.経済センサス一基礎調査 ( 681千円)

すべての事業所・企業を対象に経済の構造を明らかにし、各種経済

指標制度を向上させることを目的として創設する調査で、これまで実

施してきた事業所・企業統計額匿などの統計額置を統合して実施した。

調査期日・・・ H21.4. 24 

調査員・・・ 14名

4.全国消費実態調査 ( 702千円)

国民生活の現状とその推移を家計の面から明らかにし、国及成地方

公共団体の行う各種行政施策の企画・立案や研知幾関等における消費

.経済の分析のための資料を得ることを目的として実施した。

調査湖日・・・ H21.7.1 

調査員・・・ 2名

5.国勢調査準備一調査区設定等 ( 97千円)

効率的な調査区設定業務を行い、調査の重複・脱漏などを防ぎ正

確な調査を行うことを目的として実施した。
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【款】 2 総務費

【項】 6 監査委員費 306千円

目 主 な事業内容と成果

1 

監査委員費 I1.例月現金出納検査

306千円| 地方自治法第235条の2第1項の規定に基づき、一般・特

別会計及び基金について現金の在高及び出納関係諸表等の計数

の確認、現金の出納事務が適正に行われているか等を主眼とし

て、毎月検査を実施した。

2. 定期監査

地方自治法第199条第4項の規定に基づき、町の財務に関

する事務の執行状況及び事業の管理について定期監査を 7月か

ら翌年3月にわたって各所属ごとに実施した。

3.財政援助団体監査

地方自治法第199条第7項の規定に基づき、社会福祉団体

など補助団体の事務の執行状況につき監査を実施した。

4. 決算審査、財政健全化判断比率・公営企業資金不足比率審査

地方自治法第233条第2項、同法第241条第5項の規定

により平成21度一般会計・特別会計の決算及び基金の運用状

況について、また地方公共団体の財政の健全化に関する法律第

3条第1項、同法第22条第1項の規定により健全化判断比率

及び資金不足比率について、平成22年8月13日に審査し意

見書を提出した。
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